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1.序論  

 気候変動に伴って，極端現象が強化する可能性が懸

念されている．日本周辺における極端現象の 1 つであ

る爆弾低気圧は，急速な発達を伴う温帯低気圧として

定義されており，冬季から春季にかけて日本沿岸に強

風や雪氷による災害を引き起こしてきた．例えば，2006

年 1 月に発達した低気圧によって日本海沿岸域に暴風

雪をもたらし，交通機関に多大な影響が出た．また，

2014 年 12 月に北海道東部の沿岸で発達した強い低気

圧は根室湾内の水位上昇を引き起こし，浸水被害など

をもたらした．このような冬季における強い温帯低気

圧の発生頻度が増加傾向にあるということが示されて

おり，今後もその傾向が続くことが予想される 1), 2)た

め，爆弾低気圧の活動に関する将来変化予測が必要で

ある．さらに，これまでの気候変動に関する研究では

少量のアンサンブル結果をもとに進められており，低

頻度事象である極端現象の統計的評価が困難であるの

が現状である．そこで，アンサンブル数が極めて多く，

5,000 年以上の長期積分が可能な database for Policy 

Decision making for Future climate change(以下，d4PDF3)) 

を用いて爆弾低気圧の将来変化に関する長期評価を行

い，統計的変動量を明らかにした． 

 

2.解析手法 

(1) データセットの概要 

d4PDF は多数のアンサンブル実験によって極端現

象の将来変化を議論すべく作成されたデータセットで

ある．本研究では日本周辺域領域モデル実験結果(水平

解像度 20km，時間解像度 1 時間)を用い，その現在気

候実験および将来気候実験の気候条件は以下のように

なっている．詳しくはMizuta4)を参照． 

(i) 現在気候実験：1950～2010 年×50 メンバ(合計

3,000 年) 

(ii) 将来気候実験：2050～2110 年×90 メンバ(合計

5,400 年) 

(2) 爆弾低気圧の抽出アルゴリズム 

日本周辺(120°E-160°E,20°N-45°N)の領域を対象とし

て，d4PDF の海面更生気圧(以下，SLP)を用いて図-1
に示すアルゴリズムに基づき10月から4月の期間にお

ける爆弾低気圧を抽出した．低気圧は気圧面の極小値

で判定し，爆弾低気圧は気象庁の定義に準じ，抽出さ

れた低気圧の中で 1hPa/hour 以上の発達率を持つもの

とした．本アルゴリズムの詳細及び JRA-55 による検

証は先行研究 5)を参照のこと． 
 

3.結果と考察 

(1) 爆弾低気圧の発生数の将来変化 

将来的な気候変動による日本周辺での爆弾低気圧の

発生数の変化を調べるため，現在気候および将来気候

での爆弾低気圧数を比較した．さらに，現在気候と気

象再解析データである JRA-55 との比較も行った．抽

出された爆弾低気圧の年平均発生個数について

JRA-55 では 17.45 個，現在気候では 10.15 個となり

JRA-55 の方が多くなるという結果を得た．この原因と

して JRA-55 と d4PDF のモデル特性の違い，解像度，

データ同化の有無が考えられるが，モデル特性の差に

ついての議論は困難である．解像度，データ同化の有

無については，台風について数 km の高解像度とデー

タ同化により高精度な再現計算が可能であることが報

告されており，そこから類推すると JRA-55 は d4PDF

に比べて低解像度であるものの，爆弾低気圧がより多

く表現されているのは，データ同化による効果だと考

えられる．将来気候では 10.56 個と現在気候に比べて

やや多くなるという結果となった．一方で，標準偏差

 
図-1 爆弾低気圧抽出のアルゴリズム 
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は将来気候で 0.71 個に対して，現在気候で 2.09 個とか

なりばらつきが大きくなり，日本周辺領域における爆

弾低気圧発生数の将来変化に関する t 検定では 95%で

棄却されず，増加傾向とは断定できないことを確認し

た． 

 

(2) 爆弾低気圧の経路の将来変化 

 図-2 は爆弾低気圧の通過頻度の将来変化量を示し

ている．将来的に太平洋上を通過する爆弾低気圧の数

が減少するのに対して，日本海上を通過する数が同程

度増加することがわかる． また，太平洋上および日本

海上における通過頻度の将来変化量は，t 検定により

95%で棄却され統計的に有意なことが示された． 

 

(3) 爆弾低気圧の最低中心気圧の将来変化 

図-3 は現在気候および将来気候全体における爆弾

低気圧の最低中心気圧における再現期間を示したもの

である．図中の破線と太線は，各アンサンブルメンバ

およびアンサンブル平均値であり，黒線は JRA-55 の

解析結果である．アンサンブルメンバ毎のばらつきは，

現在気候で 20.0hPa 程度，将来気候条件で 30.0hPa 程度

の幅を有しており，これはアンサンブル平均値による

将来変化量約 5.0hPa よりも大きく，将来変化とばらつ

きを区別することは難しい．一方で，太線で示すアン

サンブル平均値は，将来気候の方がどの再現期間につ

いて比較しても現在気候よりも小さくなっていること

がわかった．現在気候と JRA-55 を比較すると，JRA-55

は再現期間が短いところではアンサンブル中の上限も

しくはやや外れたところに位置しており，再現期間が

長いところではアンサンブル中の平均的なところに位

置していることがわかった．さらには，最低中心気圧

における平均値および最低値についても解析した結果，

平均値では現在気候が 980.6hPa であったのに対して，

将来気候は 980.2hPa とほとんど変化していないが，最

小値は現在気候が 935.3hPa であるのに対して，将来気

候では 923.0hPa と約 12.0hPa もの減少がみられた． 
 

4.結論 

 気候変動によって冬季日本周辺で発生する爆弾低気

圧の将来変化について，d4PDFを用いて解析を行った．

爆弾低気圧の発生個数は増加傾向にあることは統計的

に有意ではないものの，経路は高緯度側にシフトし，

強度は増加傾向にあることを明らかにした．今後は本

研究で得られた結果を用いて，波浪モデルを駆使する

ことによって爆弾低気圧に起因する波浪の将来変化予

測を実施する予定である． 
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図-2 爆弾低気圧の年平均通過頻度の将来変化量 

 

 

図-3 日本周辺域における爆弾低気圧の最低中心気圧

における再現期間(青線は現在気候，赤線は将来

気候，黒線は JRA-55，実線はアンサンブル平

均値，破線は各メンバを示している．) 
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